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6. 事前評価表

1. 対象事業名

カメルーン国第2次小学校建設計画

2. 我が国が援助することの必要性・妥当性

(1) 我が国は、従来人的資源、行政分野等での研修員受入等の技術協力、基礎生活分野を中心

とする無償資金協力、インフラ整備に対する有償資金協力を実施してきた。しかしなが

ら、ビヤ政権のガヴァナンスの問題が指摘されており、今後、同国の民主化努力の進展を

注視しつつ、我が国の援助を検討していく方針である。ただし、有償資金協力については、

カメルーンは既に債務削減措置を受けている上、重債務貧困国（HIPC）として、ケルン・サ

ミットでの合意に基づいて成立した「拡大HIPCイニシアティブ」に基づく債務削減措置が

適用されることが見込まれており、新規の円借款による協力は困難である。また、同国政

府は、2000年後半を目途に「貧困削減戦略ペーパー（Poverty Reduction Strategy Paper）」

（暫定版）を作成中であり、我が国としても右作業に積極的に貢献していく方針である。

(2) 1986年からの一次産品の価格下落はカメルーン国の国際収支を悪化させ、厳しい財政運

営を強いられた。教室建設も1986年以降95年まで全く行われず、また既存校舎も維持管

理されず老朽化が急速に進行した。経済悪化は家計にも大きく影響を与え、教育費の負

担ができずに学校から脱落する貧困家庭の子供が増え、1984年に84%あった粗就学率は

1994年には59%まで低下した。また、経済状況の悪化により農村から都市部への人口流入

が進み、都市部の学校においてはクラスの過密化と施設の老朽化が同時に進み、教育環境

が急激に悪化していった。このような状況の中、1998年1月には世銀の財政援助による

「第5次教育計画」が策定されたが、同計画はHIPC（重債務貧困国）信託基金の対象とする

ことで延期され、改めて国民教育省のより幅広い範囲を対象とした「教育セクター戦略計

画」として2000年8月に策定され、2000/01年度より実行されることとなった。この計画

では現在の純就学率65%を、2005年までに75%に引き上げることを目標としている。

(3) 当該国の社会経済事情については資料「カメルーン共和国の社会経済状況」参照。

3. 事業の目的等

中央州、西部州、南部州において小学校を整備することにより、老朽化の著しい既存施

設を建て替えると共に、協力対象校の過密状況を緩和し、初等教育環境の改善を図る。

4. 事業の内容

(1) 対象

中央州（ヤウンデ市）、西部州（ミフィ県、ヌン県、オーンカム県、ンドゥ県）、南部州

（オセアン県、ムヴィラ県、ジャ　エ　ロボ県）
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(2) アウトプット

小学校31校 437教室の建設

(3) インプット

小学校の建設（中央州13校 200教室、西部州：12校 163教室、南部州：6校 74教室）、

備品（机、椅子）、教育機材の整備、技術協力による先方実施機関の維持管理体制の強化

(4) 総事業費

概算事業費31.61億円（日本国側30.12億円、カメルーン国側1.49億円）

(5) スケジュール

日本政府の無償資金協力によって実施される場合に必要となる工期は、詳細設計も含め

36ヶ月が見込まれる。

(6) 実施体制

カメルーン共和国　国家教育省財源プロジェクト局

6. 成果の目標

(1) プロジェクトにて裨益する対象の範囲及び規模

88,914人（計画対象校児童数51,420人＋周辺校児童数37,494人）　

(2) 事業の目的（プロジェクトの目的）を示す指標

・ 31校の新設、建て替えにより計437教室が建設され、51,420人の生徒の教育環境が改

善される。また新設サイト周辺の既存校17校では9,889人の生徒が計画校に移るこ

とで37,494人の生徒の過密状況が緩和される。

指標：対象地域における教育環境の改善

・　技術協力による施設診断技術者と維持管理技術者の育成を行うことにより、教育省

における維持管理体制が確立される。

指標：技術協力による維持管理体制の確立

(3) プロジェクト実施によるその他の期待される効果

・教育機材の整備により、学習効果の大きな向上が期待できる。

・衛生設備（トイレ）整備することで、学校の衛生環境が改善される。

・男女別のトイレとするので、女子生徒の就学アクセスの改善を図ることができる。

2001年（実施前） 2005年（実施後）

1クラス当たり生徒数 79 人 61 人

2001年（実施前） 2005年（実施後）

研修修了者数 実施体制なし 施設診断技術者  3人

維持管理技術者 15人
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6.　外部要因リスク

(1) 教員の確保

中央州では必要数に対して教員が余っている状況にある。つまり、計画対象校に必要な

教員数531人対して計画対象既存小学校の現存教員数が245人であるため、286人の教員

を追加する必要があるが、新設校への生徒転校に伴い隣接既存校では余剰教員297人が生

じるため、差し引き11人の教員が余剰となる。言い換えると、286人の計画対象校への配

置転換と11人の西部州及び南部州への配置転換が必要である。

なお、西部州及び南部州では33人の新規採用が必要である。中央州からの配置転換11

人を差引き、22名の新規採用が必要となる。

(2) 維持管理体制の確立

計画施設の適切な運営・維持管理のために、法令によって設置が義務づけられた「学校

評議会」が設置され、適切に運営されることが必要である。

(3) 衛生教育の実施

本計画によりトイレ・給水施設等の衛生教育の実施に必要となる基盤が整備されたが、

教員が日常の学校生活の中で適宜衛生指導を行っていくことが必要である。

7.　今後の評価計画

事後評価に用いる成果指標

・1クラスあたり生徒数（人）

・維持管理技術研修修了者数



資料-42

7. 収集資料リスト

1. Document de Stratégie de Réduction de la Pauvreté / Document intérimaire (Projet)　Août
2000

2. Stratégie du Secteur de l’Education / Ministère de l’Education Nationale / janvier 2001

3. Programme de Mise en œuvre de la Stratégie du Secteur de l’Education / Ministère de
l’Education Nationale / janvier 2001

4. Tableau de Bord sur la Situation des Enfants et des Femmes au Cameroun 1999 /
Ministère de l’Economie et des Finances / Direction de la Statistique et de la Comptabilité
Nationale / juillet 2000

5. Enfants et Femmes du Cameroun, Analyse de la Situation / Unicef / mai 1997

6. Programme Education de Base / Plan d’Action 2001 / Unicef / 2001

7. Tableau de Bord Statistique 1996-97 / Ministère de l’Education Nationale

8. Tableau de Bord Statistique 1997-98 / Ministère de l’Education Nationale

9. Tableau de Bord Statistique 1998-99 / Ministère de l’Education Nationale

10. Mémorandum : Cameroun / Proposition visant l’Octroi d’un Prêt FAD de 7,50 millions
d’UC pour le financement du Projet Education II / 23 juin 1999

11. Developement Projects for ExecutiveApproval / Cameroon4387.01 / WFP

12. Loi No98/004 du 14 avril 1998 d’Orientation de l’Education au Cameroun

13. Décret No2001/041 du 19 Fev.2001 portant organisation des établissements scolaires
publics et fixant les attributions des responsables de l’administration scolaire.
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